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 主要７か国（Ｇ７）首脳会議（伊勢志摩サミット）は27日、世界経済を支える金融、財政政策

と構造変革の重要性を謳った首脳宣言を採択して、閉幕した。 

 議長役を務めた安倍晋三首相はサミット終了後の２時から議長会見を行い、「今回の最大

のテーマは、世界経済でありました。（中略）最も懸念されることは、世界経済の「収縮」であ

ります。世界の貿易額は２０１４年後半から下落に転じ、２０％近く減少。リーマンショック以来

の落ち込みです。中国の輸入額は、昨年１４％減りましたが、今年に入っても、更に１２％減

少しており、世界的な需要の低迷が長期化するリスクをはらんでいます。現状をただ「悲観」

していても、問題は解決しません。今回のサミットで、最も時間を割いて経済問題を議論した

のは、「悲観」するためではありません。新興国経済に弱さが見られる今こそ、Ｇ７がその責

任を果たさなければならない。Ｇ７で協調して、金融政策、財政政策、そして構造政策を進

め、「三本の矢」を放っていく。そのことを合意いたしました。アベノミクスを世界で展開してま

いります。ＴＰＰや日ＥＵ・ＥＰＡにより、自由で、公正な経済圏を世界に広げていく。こうした

Ｇ７のコミットメントを「伊勢志摩経済イニシアティブ」として取りまとめました。 」として、経済対

策にウェイトを置いた内容となったことを報告しました。 

 なお、サミット直前に議員立法の形で採択した合法伐採木材の利用促進法関しては、日

本が取り組む温暖化対策の一環としてサミットでＰＲすることが予定とされており、4月24日に

新潟で開催されたG7農業大臣会合の会合宣言の中で、「4．農林水産業の持続可能性へ

の支援」の中で、「16．持続可能な森林経営と違法伐採の排除」として掲げられたこと、また、

5月15日～16日に富山で開催されたG7環境大臣会合のコミュニケでも、生物多様性に係る

事項として「30．違法伐採への取組」が取り上げられていることを受けて、『G7伊勢志摩首脳

宣言』では、「開発」の項目の中で「持続可能な開発のための2030アジェンダ」の一環として

持続可能な森林経営及び違法伐採の根絶が謳われている。（次ページに該当箇所転載） 

  

 

Ｇ７伊勢志摩サミット開催Ｇ７伊勢志摩サミット開催Ｇ７伊勢志摩サミット開催      

三本の矢の経済政策を世界で展開三本の矢の経済政策を世界で展開三本の矢の経済政策を世界で展開 
 

  

G7伊勢志摩サミット  サミット終了後のＧ７及びアウトリーチ招待国首脳によるの集合写真撮影 （官邸HPから） 
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合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律 （全文） 
 議員立法の形で国会に提出され、今月に成立を見た「合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する

法律」については前月号で案段階での要綱を掲載していますが、今回は法律の全文を紹介します。 

合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法

律 

目次 

 第一章 総則（第一条・第二条） 

 第二章 基本方針等（第三条―第五条） 

 第三章 木材関連事業者の判断の基準となるべき

事項等（第六条・第七条） 

 第四章 木材関連事業者の登録（第八条―第十

五条） 

 第五章 登録実施機関（第十六条―第三十条） 

 第六章 雑則（第三十一条―第三十五条） 

 第七章 罰則（第三十六条―第四十条） 

 附則 

   第一章 総則 

 （目的） 

第一条 この法律は、我が国又は外国における違法

な森林の伐採（以下「違法伐採」という。）及び違法

伐採に係る木材の流通が地球温暖化の防止、自

然環境の保全、林産物の供給等の森林の有する

多面にわたる機能に影響を及ぼすおそれがあり、ま

た、木材市場における公正な取引を害するおそれ

があるものであることに鑑み、合法伐採木材等の流

通及び利用の促進に関し基本的な事項を定めると

ともに、木材関連事業者による合法伐採木材等の

利用の確保のための措置等を講ずることにより、自

然環境の保全に配慮した木材産業の持続的かつ

健全な発展を図り、もって地域及び地球の環境の

保全に資することを目的とする。 

 （定義） 

第二条 この法律において「木材等」とは、木材（一度

使用され、又は使用されずに収集され、若しくは廃

棄されたもの及びこれらを材料とするものを除く。以

下この条において同じ。）及び木材を加工し、又は

主たる原料として製造した家具、紙等の物品であっ

て主務省令で定めるもの（一度使用され、又は使用

されずに収集され、若しくは廃棄されたものを除く。）

をいう。 

２ この法律において「合法伐採木材等」とは、我が

国又は原産国の法令（我が国の法令にあっては、

条例を含む。第六条第一項第一号において同じ。）

に適合して伐採された樹木を材料とする木材及び

当該木材を加工し、又は主たる原料として製造した

家具、紙等の物品であって主務省令で定めるもの

（一度使用され、又は使用されずに収集され、若し

くは廃棄されたものを除く。）をいう。 

３ この法律において「木材関連事業者」とは、木材

等の製造、加工、輸入、輸出又は販売（消費者に

対する販売を除く。）をする事業、木材を使用して

建築物その他の工作物の建築又は建設をする事

業その他木材等を利用する事業であって主務省令

で定めるものを行う者をいう。 

次ページにつづく 

G7新潟農業大臣会合 共同宣言 

１６．持続可能な森林経営と違法伐採の排除  

 持続可能な森林経営は、持続可能な人の暮らし、価値がありカーボン

ニュートラルな原材料の提供、気候変動の緩和と適応、生物多様性の保

全、持続可能な土壌や土地の管理、水域保護など、経済的、社会的、環

境的便益を提供することにより、持続可能な開発に貢献する。我々は、持

続可能な森林経営のための重要な一歩として、天然林や湿地の保全を含

む森林生態系及び生態系サービスの保全及び再生、また森林減少の予

防のため、再生、植林、人工林の利用を含む、持続可能な森林経営のた

めの総合的な土地利用のアプローチを引き続き支援するとともに、特に小

規模林業者の効率性改善のため、持続可能な林業活動における確実な

森林所有、訓練、能力構築及び知識移転を引き続き推進する。我々は、

森林管理の改善、違法伐採及び関連した貿易の排除並びに合法に伐採

されかつ持続可能な方法で生産された木材の利用支援のための適切な

措置をとることを決意する。    

G7富山環境大臣会合 

     コミュニケ 

違法伐採への取組  

30. 違法伐採及び関連する貿易は環境

の劣化、生物多様性の損失、森林減

少をもたらすことを認識し、我々は、森

林ガバナンスを向上させ、違法伐採や

関連する貿易と闘い、合法的かつ持

続可能な方法で生産された木材の利

用を支援することが、森林減少や劣化

を抑制し、生物多様性を保全する国

際的な取組の重要な一部であるものと

して、そのための適切な措置を採る意

思 を決意している。  

違法伐採対策 Ｇ７関係大臣会合の宣言内容 
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   第二章 基本方針等 

 （基本方針） 

第三条 主務大臣は、合法伐採木材等の流通及び

利用を総合的かつ計画的に推進するため、合法伐

採木材等の流通及び利用の促進に関する基本方

針（以下この条及び第六条第二項において単に「基

本方針」という。）を定めるものとする。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるも

のとする。 

 一 合法伐採木材等の流通及び利用の促進の基

本的方向 

 二 合法伐採木材等の流通及び利用の促進のた

めの措置に関する事項 

 三 合法伐採木材等の流通及び利用の促進の意

義に関する知識の普及に係る事項 

 四 その他合法伐採木材等の流通及び利用の促

進に関する重要事項 

３ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを改定し

ようとするときは、環境大臣その他の関係行政機関

の長に協議しなければならない。 

４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを改定し

たときは、遅滞なく、これを公表しなければならな

い。 

 （国の責務） 

第四条 国は、合法伐採木材等の流通及び利用を

促進するために必要な資金の確保その他の措置を

講ずるよう努めなければならない。 

２ 国は、合法伐採木材等の流通及び利用の促進に

資するため、国内外の木材等の生産及び流通の状

況並びに我が国及び外国の森林の持続可能な利

用に関する法令、貿易等に関する法令その他木材

等の適正な流通の確保に関する法令に関する情

報の収集及び提供その他の必要な措置を講ずると

ともに、第八条の木材関連事業者の登録が促進さ

れるよう、当該登録に係る制度の周知、第十三条

第一項に規定する登録木材関連事業者による取

組のうちその状況が優良なものの公表その他の必

要な措置を講ずるものとする。 

３ 国は、教育活動、広報活動等を通じて、合法伐

採木材等の流通及び利用を促進する意義に関す

る事業者及び国民の理解を深めるよう必要な措置

を講ずるものとする。 

 （事業者の責務） 

第五条 事業者は、木材等を利用するに当たって

は、合法伐採木材等を利用するよう努めなければ

ならない。 

   第三章 木材関連事業者の判断の基準と 

       なるべき事項等 

 （木材関連事業者の判断の基準となるべき事項） 

第六条 主務大臣は、合法伐採木材等の流通及び

利用を促進するため、主務省令で、木材関連事業

者が合法伐採木材等の利用を確保するために取り

組むべき措置に関し、木材関連事業者の判断の基

準となるべき次に掲げる事項を定めるものとする。 

 一 木材関連事業者が取り扱う木材等が我が国又

は原産国の法令に適合して伐採されていることの

確認に関する事項 

 二 前号の確認ができない場合において合法伐採

木材等の利用を確保するために木材関連事業者

が追加的に実施することが必要な措置に関する

事項 

 三 木材関連事業者が木材等を譲り渡すときに必

要な措置に関する事項 

 四 第一号の確認及び第二号の措置に係る記録の

管理に関する事項その他主務省令で定める事項 

２ 前項の木材関連事業者の判断の基準となるべき

事項は、基本方針に即し、かつ、国内外の木材等

の生産及び流通の状況、我が国及び外国の森林

の持続可能な利用に関する法令、貿易等に関する

法令その他木材等の適正な流通の確保に関する

法令の執行の状況、木材関連事業者の営む事業

の種類その他の事情を勘案して定めるものとし、こ

れらの事情の変動に応じて必要な改定をするものと

する。 

 （指導及び助言） 

第七条 主務大臣は、合法伐採木材等の流通及び

利用を促進するため必要があると認めるときは、木

材関連事業者に対し、前条第一項の木材関連事

業者の判断の基準となるべき事項を勘案して、合

法伐採木材等の利用を確保するための措置につい

て必要な指導及び助言をすることができる。 

   第四章 木材関連事業者の登録 

 （木材関連事業者の登録） 

第八条 木材関連事業者であってその取り扱う木材

等について合法伐採木材等の利用を確保するため

の措置を講ずるものは、主務省令で定めるところに

より、第十六条から第十八条までの規定により主務

大臣の登録を受けた者（以下「登録実施機関」とい

う。）が行う登録を受けることができる。 

 （登録の申請） 

第九条 前条の木材関連事業者の登録を受けようと

する者は、次に掲げる事項を記載した申請書を登

録実施機関に提出しなければならない。 

 一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあって

は、その代表者の氏名 

 二 合法伐採木材等の利用を確保するための措置

を講ずる事業の範囲に係る事項として主務省令

で定める事項 

２ 前項の申請書には、講じようとする合法伐採木材

等の利用を確保するための措置の内容について主

前ページからのつづき 

次ページにつづく 
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務省令で定める事項を記載した書類を添付しなけ

ればならない。 

 （登録の実施） 

第十条 登録実施機関は、前条の規定による登録の

申請があったときは、次条第一項の規定により登録

を拒否する場合を除き、次に掲げる事項を木材関

連事業者登録簿に登録しなければならない。 

 一 前条第一項各号に掲げる事項 

 二 登録年月日及び登録番号 

２ 登録実施機関は、前項の規定による登録をしたと

きは、遅滞なく、その旨を登録の申請者に通知する

とともに、主務省令で定める事項を公示しなければ

ならない。 

 （登録の拒否） 

第十一条 登録実施機関は、第九条の規定による

登録の申請が次の各号のいずれかに該当するとき

は、その登録を拒否しなければならない。 

 一 申請者が、第六条第一項の木材関連事業者

の判断の基準となるべき事項を踏まえ、その取り

扱う木材等について合法伐採木材等の利用を確

保するための措置を適切かつ確実に講ずる者と

認められないとき。 

 二 申請者がこの法律の規定により罰金以上の刑

に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を

受けることがなくなった日から一年を経過しない者

であるとき。 

 三 申請者が第十四条第一項の規定により登録を

取り消され、その取消しの日から一年を経過しな

い者であるとき。 

 四 申請者が法人である場合において、その役員

のうちに前二号のいずれかに該当する者があると

き。 

２ 登録実施機関は、前項の規定により登録の拒否

をしたときは、遅滞なく、その理由を示して、その旨

を登録の申請者に通知しなければならない。 

 （登録の更新） 

第十二条 第八条の木材関連事業者の登録は、五

年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過

によって、その効力を失う。 

２ 前三条の規定は、前項の更新について準用す

る。 

 （名称の使用等） 

第十三条 第八条の木材関連事業者の登録を受け

た者（以下「登録木材関連事業者」という。）は、主

務省令で定めるところにより、当該登録に係る合法

伐採木材等の利用を確保するための措置を講ずる

事業の範囲において、登録木材関連事業者という

名称を用いることができる。 

２ 登録木材関連事業者は、前項に定める場合を除

き、登録木材関連事業者という名称又はこれに紛

らわしい名称を用いてはならない。 

３ 登録木材関連事業者以外の者は、登録木材関

連事業者という名称又はこれに紛らわしい名称を用

いてはならない。 

 （登録の取消し） 

第十四条 登録実施機関は、登録木材関連事業者

が次の各号のいずれかに該当するときは、当該登

録木材関連事業者について登録を取り消すことが

できる。 

 一 第十一条第一項各号のいずれかに該当するに

至ったとき。 

 二 前条第二項の規定に違反して登録木材関連

事業者という名称又はこれに紛らわしい名称を用

いたとき。 

 三 不正の手段により第八条の木材関連事業者の

登録又はその更新を受けたとき。 

２ 第十一条第二項の規定は、前項の場合に準用す

る。 

 （登録の抹消） 

第十五条 登録実施機関は、前条第一項の規定に

よる登録の取消しをしたとき又は登録の抹消の申請

があったときは、当該登録木材関連事業者の登録

を抹消するとともに、その旨を公示しなければならな

い。 

   第五章 登録実施機関 

 （登録実施機関の登録） 

第十六条 第八条の主務大臣の登録（以下「登録実

施機関の登録」という。）は、同条の木材関連事業

者の登録の実施に関する事務（以下「登録実施事

務」という。）を行おうとする者の申請により行う。 

 （欠格条項）  

第十七条 次の各号のいずれかに該当する者は、登

録実施機関の登録を受けることができない。  

 一 この法律又はこの法律に基づく命令の規定に違

反し、罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わ

り、又は執行を受けることがなくなった日から二年

を経過しない者  

 二 第二十七条の規定により登録実施機関の登録

を取り消され、その取消しの日から二年を経過し

ない者  

 三 法人であって、その業務を行う役員のうちに前

二号のいずれかに該当する者があるもの 

 （登録実施機関の登録の要件等） 

第十八条 主務大臣は、第十六条の規定により登録

実施機関の登録を申請した者（前条各号のいずれ

かに該当する者を除く。以下この項において「登録

申請者」という。）が次に掲げる要件の全てに適合し

ているときは、その登録実施機関の登録をしなけれ

ばならない。この場合において、登録に関して必要

な手続は、主務省令で定める。 
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 一 国際標準化機構及び国際電気標準会議が定

めた製品、手続及びサービスの認証を行う機関に

関する基準に適合する者その他の登録実施事務

を適正に実施することができると認められる者であ

ること。 

 二 登録申請者が、木材関連事業者に支配されて

いるものとして次のいずれかに該当するものでない

こと。 

  イ 登録申請者が株式会社である場合にあって

は、木材関連事業者がその親法人（会社法（平

成十七年法律第八十六号）第八百七十九条第

一項に規定する親法人をいう。）であること。 

  ロ 登録申請者の役員に占める木材関連事業者

の役員又は職員（過去二年間に当該木材関連

事業者の役員又は職員であった者を含む。）の

割合が二分の一を超えていること。 

  ハ 登録申請者（法人にあっては、その代表権を

有する役員）が、木材関連事業者の役員又は

職員（過去二年間に当該木材関連事業者の役

員又は職員であった者を含む。）であること。 

２ 登録実施機関の登録は、登録実施機関登録簿

に次に掲げる事項を記載してするものとする。  

 一 登録実施機関の登録の年月日及び登録番号  

 二 登録実施機関の登録を受けた者の氏名及び

住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名

及び主たる事務所の所在地） 

 三 登録実施機関の登録を受けた者が登録実施

事務を行う事務所の所在地 

 （登録実施機関の登録の更新）  

第十九条 登録実施機関の登録は、五年ごとにその

更新を受けなければ、その期間の経過によって、そ

の効力を失う。  

２ 前三条の規定は、登録実施機関の登録の更新に

ついて準用する。  

 （登録実施の義務） 

第二十条 登録実施機関は、登録実施事務を行うこ

とを求められたときは、正当な理由がある場合を除

き、遅滞なく、登録実施事務を行わなければならな

い。 

２ 登録実施機関は、公正に、かつ、主務省令で定

める基準に適合する方法により登録実施事務を行

わなければならない。 

 （事務所の変更の届出）  

第二十一条 登録実施機関は、登録実施事務を行

う事務所の所在地を変更しようとするときは、変更し

ようとする日の二週間前までに、その旨を主務大臣

に届け出なければならない。 

 （登録実施事務規程）  

第二十二条 登録実施機関は、登録実施事務に関

する規程（次項において「登録実施事務規程」とい

う。）を定め、登録実施事務の開始前に、主務大臣

に届け出なければならない。これを変更しようとする

ときも、同様とする。  

２ 登録実施事務規程には、登録実施事務の実施

方法、登録実施事務に関する料金その他の主務

省令で定める事項を定めておかなければならない。  

 （登録実施事務の休廃止）  

第二十三条 登録実施機関は、登録実施事務の全

部又は一部を休止し、又は廃止しようとするときは、

主務省令で定めるところにより、あらかじめ、その旨

を主務大臣に届け出なければならない。  

 （財務諸表等の備付け及び閲覧等）  

第二十四条 登録実施機関は、毎事業年度経過後

三月以内に、その事業年度の財産目録、貸借対照

表及び損益計算書又は収支計算書並びに事業報

告書（その作成に代えて電磁的記録（電子的方

式、磁気的方式その他の人の知覚によっては認識

することができない方式で作られる記録であって、

電子計算機による情報処理の用に供されるものを

いう。以下この条において同じ。）の作成がされてい

る場合における当該電磁的記録を含む。以下「財

務諸表等」という。）を作成し、五年間事務所に備え

て置かなければならない。  

２ 木材関連事業者その他の利害関係人は、登録実

施機関の業務時間内は、いつでも、次に掲げる請

求をすることができる。ただし、第二号又は第四号

の請求をするには、登録実施機関の定めた費用を

支払わなければならない。  

 一 財務諸表等が書面をもって作成されているとき

は、当該書面の閲覧又は謄写の請求  

 二 前号の書面の謄本又は抄本の請求  

 三 財務諸表等が電磁的記録をもって作成されて

いるときは、当該電磁的記録に記録された事項を

主務省令で定める方法により表示したものの閲覧

又は謄写の請求  

 四 前号の電磁的記録に記録された事項を電磁的

方法であって主務省令で定めるものにより提供す

ることの請求又は当該事項を記載した書面の交

付の請求 

 （適合命令）  

第二十五条 主務大臣は、登録実施機関が第十八

条第一項各号のいずれかに適合しなくなったと認め

るときは、その登録実施機関に対し、これらの規定

に適合するため必要な措置をとるべきことを命ずる

ことができる。 

 （改善命令）  

第二十六条 主務大臣は、登録実施機関が第二十

条の規定に違反していると認めるときは、その登録

実施機関に対し、登録実施事務を行うべきこと又は

木材関連事業者の登録の方法その他の業務の方
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法の改善に関し必要な措置をとるべきことを命ずる

ことができる。  

 （登録実施機関の登録の取消し等）  

第二十七条 主務大臣は、登録実施機関が次の各

号のいずれかに該当するときは、その登録実施機

関の登録を取り消し、又は期間を定めて登録実施

事務の全部若しくは一部の停止を命ずることができ

る。  

 一 第十七条第一号又は第三号に該当するに至っ

たとき。  

 二 第二十一条から第二十三条まで、第二十四条

第一項又は次条の規定に違反したとき。  

 三 正当な理由がないのに第二十四条第二項各

号の規定による請求を拒んだとき。  

 四 前二条の規定による命令に違反したとき。  

 五 不正の手段により登録実施機関の登録又はそ

の更新を受けたとき。  

 （帳簿の記載等）  

第二十八条 登録実施機関は、主務省令で定めると

ころにより、帳簿を備え、登録実施事務に関し主務

省令で定める事項を記載し、これを保存しなければ

ならない。  

 （公示）  

第二十九条 主務大臣は、次に掲げる場合には、そ

の旨を官報に公示しなければならない。  

 一 登録実施機関の登録をしたとき。  

 二 第二十一条又は第二十三条の規定による届

出があったとき。  

 三 第二十七条の規定により登録実施機関の登録

を取り消し、又は登録実施事務の全部若しくは一

部の停止を命じたとき。   

 （聴聞の方法の特例） 

第三十条 第二十七条の規定による処分に係る聴

聞の期日における審理は、公開により行わなければ

ならない。 

   第六章 雑則 

 （適切な連携） 

第三十一条 国は、合法伐採木材等の流通及び利

用の促進に当たっては、合法伐採木材等への需要

の転換に寄与する活動を行う事業者、民間の団体

等との適切な連携を図るものとする。 

 （国際協力の推進） 

第三十二条 国は、木材資源の相当部分を輸入に

依存する我が国において合法伐採木材等の流通

及び利用を促進するためには、原産国においてそ

の法令に適合した森林の伐採が確保されることが

重要であることに鑑み、外国における違法伐採の抑

止のための国際的な連携の確保その他の合法伐

採木材等の流通及び利用に関する国際協力を推

進するために必要な措置を講ずるものとする。 

 （報告及び立入検査） 

第三十三条 主務大臣は、この法律の施行に必要な

限度において、木材関連事業者に対し、合法伐採

木材等の利用の確保の状況に関し報告をさせ、又

はその職員に、木材関連事業者の事務所、工場、

事業場若しくは倉庫に立ち入り、帳簿、書類その他

の物件を検査させることができる。 

２ 主務大臣は、この法律の施行に必要な限度にお

いて、登録実施機関に対し、その業務に関し報告を

させ、又はその職員に、登録実施機関の事務所に

立ち入り、業務の状況若しくは帳簿、書類その他の

物件を検査させることができる。 

３ 前二項の規定により立入検査をする職員は、その

身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しなけ

ればならない。 

４ 第一項及び第二項の規定による立入検査の権限

は、犯罪捜査のために認められたものと解釈しては

ならない。 

 （主務大臣等） 

第三十四条 この法律における主務大臣は、農林水

産大臣、経済産業大臣及び国土交通大臣とする。

ただし、第七条に規定する指導及び助言に関する

事項並びに前条第一項の規定による報告の徴収

及び立入検査に関する事項については、農林水産

大臣及び当該木材関連事業者の事業を所管する

大臣とする。 

２ この法律における主務省令は、主務大臣の発す

る命令とする。 

３ この法律に規定する主務大臣の権限は、主務省

令で定めるところにより、その一部を地方支分部局

の長に委任することができる。 

 （省令への委任） 

第三十五条 この法律に規定するもののほか、この

法律の施行に関し必要な事項は、主務省令で定め

る。 

   第七章 罰則 

第三十六条 第二十七条の規定による登録実施事

務の停止の命令に違反した者は、一年以下の懲役

又は五十万円以下の罰金に処する。 

第三十七条 次の各号のいずれかに該当する者は、

三十万円以下の罰金に処する。 

 一 第十三条第三項の規定に違反した者 

 二 第二十三条の規定による届出をせず、又は虚

偽の届出をした者 

 三 第二十八条の規定に違反して、同条に規定す

る事項の記載をせず、虚偽の記載をし、又は帳簿

を保存しなかった者 

 四 第三十三条第二項の規定による報告をせず、

若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による

検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者 
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第三十八条 第三十三条第一項の規定による報告

をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定

による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者は、二

十万円以下の罰金に処する。 

第三十九条 法人の代表者又は法人若しくは人の代

理人、使用人その他の従業者がその法人又は人

の業務に関し前三条の違反行為をしたときは、行

為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、

各本条の罰金刑を科する。 

第四十条 第二十四条第一項の規定に違反して財

務諸表等を備えて置かず、財務諸表等に記載す

べき事項を記載せず、若しくは虚偽の記載をし、

又は正当な理由がないのに同条第二項各号の規

定による請求を拒んだ者は、二十万円以下の過

料に処する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して一年を経過し

た日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この法律の施行の際現に登録木材関連事業者と

いう名称又はこれに紛らわしい名称を用いている者

については、第十三条第三項の規定は、この法律

の施行後六月間は、適用しない。 

 （検討） 

３ 政府は、この法律の施行後五年を目途として、こ

の法律の施行の状況について検討を加え、その結

果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

 （登録免許税法の一部改正） 

４ 登録免許税法（昭和四十二年法律第三十五号）

の一部を次のように改正する。 
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平成28年 4月 国会の動き 平成28年 5月 業界の動き 

 9日（月）林活中央懇談会（三会堂ビル） 

11日（水）全木連、全木協連総会（メルパルク

東京、翌12日には全木政連総会も） 

12日（木）林活議連第一回役員会（北海道議会

庁舎会議室、13日まで） 

14日（土）みどりの感謝祭（式典：イイノホー

ル、花と緑の祭典：日比谷公園15日まで） 

15日（月）全市連定期総会（イースト21） 

19日（木）造生協・素成協総会・表彰式（ホテ

ルエドモント） 

20日（金）林業機械化協会総会（林友ビル） 

20日（金）日集協総会（KKRホテル東京） 

25日（水）チップ連総会（林友ビル） 

27日（金）大日本山林会総会（石垣記念ホー

ル） 

27日（金）全苗連総会（砂防会館別館） 

30日（月）CLT協会・2016技術報告会（浅草橋

ヒューリックホール） 

 

 1日（水）衆議院本会議、地球温暖化対策推進

法案、趣旨説明・質疑 

 5日（火）自民党・農林役員会（合法伐採木材

等の利用促進に関する法律案骨子検討等） 

 6日（水）自民党・行政改革推進本部（国有林

野事業債務管理特別会計について等） 

 8日（金）自民党・農林水産戦略調査会、農林

部会、林政小委員会合同（森林・林業白

書、合法伐採木材利用促進法案等） 

14日（木）民進党・農林水産部門会議（森林法

改正、合法伐採木材利用促進法案等） 

19日（火）自民党・農林役員会（森林・林業基

本計画案について他） 

19日（火）自民党・政調審議会、総務会（合法

伐採木材の利用促進法案に関して） 

26日（火）衆議院・農水委、森林法改正案質

疑・採択 

26日（火）衆議院本会議、合法木材利用促進法

案起草 

㈠　合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律
（平成二十八年法律第　　　号）第八条（木材関連事業者の
登録）の木材関連事業者の登録（更新の登録を除く）

登録件数 一件につき一万五
千円

㈡　合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律
第八条の登録実施機関に係る登録（更新の登録を除く。）

登録件数 一件につき九万円

九十一の二　木材関連事業者の登録又は木材関連事業者に係る登録実施機関の登録

◇登録免許税法 別表第一第九十一号の次に加える表


